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技術者の継続的能力開発の課題

法政大学キャリアデザイン学部教授八幡成美

た上で、個人主導の自律的なキャリア形成を支援

しながら育成目標の達成度を確認し、それを処遇

に反映させるような仕組みを導入する企業が増え

てきた。業務目標達成と育成目標達成を自律的に

整合化させようとの考えである。このようなホワ

イトカラー層を主なターゲットとした人事制度改

革の波は技術者にも押し寄せている。

経営のグローバル化が本格化しており、本社と

海外生産拠点との役割分担・連携は一層重要`性を

高めており、技術者が国際的な舞台で活躍する機

会は大幅に増えている。外国人技術者とのコラボ

レーションを経験しながらプロジェクトを遂行し

ていけるようなスーパーエンジニアに対する期待

も高まっている。

また、ＩＣＴ（InformationandCommunication

Technology）技術を中心に技術革新が急速に進

んでおり、製品開発のペースは極めて速くなって

いる。新しい技術に適応しながら、その先を進む

専門性を備えた技術者が一層求められる状況にな

っている。しかしながら、主たる担い手である技

術者は,慢性的に不足している。その上、若者の製

造業離れ・理科離れがこれに拍車をかける状況に

ある。ものづくり産業が日本経済の強みでもあり、

優秀な技術者がこれを支えてきたことは誰も否定

できないであろうし、これからも彼らが支えてい

くことになる。技術者の活力をいかに引き出し、

向上させていけるかが、今後の日本の産業競争力

を維持していけるかどうかの分れ道でもある。

このような状況変化の中で、技術者の継続的能

１はじめに

日本企業の多くは、長期にわたる不況の中で雇

用維持が困難となり、早期退職優遇制度、希望退

職の募集などにより基幹的な従業員を対象とした

減量化を進め、あわせて事業内容の再編・再構築、

少数精鋭化に力を入れてきた。それに伴い事業部

門を越えた労働力移動や企業を越えた労働力の再

配置、流動化が顕著になった。長期雇用を前提と

して成立していた日本型雇用システムも成果主義

的な要素を高めた人事処遇制度へと大きく舵を切

ることで、少数精鋭化のもとで企業内での個人間

の競争はより厳しくなった。行き過ぎた成果主義

によって企業内部での人材育成の機能が弱体化し

てしまった企業すら見られる。

つまり、成果主義的な処遇制度の一律的な導入

がはかられ、業務の性格から実際には公正な評価

が難しい職種にまでそれが拡大・適用されたた

め、少なからずの混乱が見られ、結果的に労働意

欲を低下させてしまうようなケースも少なくな

い。チームワークを重視し、先輩が後輩を指導し、

日々の改善業務に一丸として取り組む、そのよう

な日本企業の現場の強さを損なうことなく、全従

業員に支持される納得`性の高い評価システムとし

て新しい人事処遇制度が確立できている企業はま

だ少ないといえよう。

成果主義的要素を強める中で、業務目標の達成

度に合わせて処遇する目標管理の制度を導入し、

あわせて、人材育成の面でも育成目標を明確にし
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力開発（CPD：ContinuingProfessionalDevelop-

ment）が注目されている。国際競争の激化や急

速に進む技術革新の下で、日常業務を通した企業

内でのOJT（OntheJobTraining）だけではこ

のような経営環境の急激な変化に十分対応できる

技術的能力を維持していくことが困難になってき

ており、技術者自身が自己変革を含め、継続的に

自ら専門的能力の向上をはかる必要性が高まって

いるからである。

欧米では慢性化する失業対策、外国人労働者問

題、難民問題などの政策的ニーズが強く、成人教

育の中で職業教育が伝統的に重視されてきた。米

国ではコミュニティスクールが成人向け職業教育

に力を入れており、英国でも継続教育プログラム

のうちの７割が継続的な職業教育となっている。

フランスでは成人の継続教育を国の義務とした

｢生涯職業教育法」を定めて、産業界と労働界が

協力し、その効果的な実施を展開している。我が

国では継続的な職業訓練に対して公共政策的な視

点が弱く希薄であった。これは伝統的に企業内で

の内部訓練に委ねてきたことや、教育機関が継続

教育の場を提供することに消極的であったことに

よるといわれている。(1)

技術者の継続教育の重要`性についても、欧米の

エンジニア協会では継続的エンジニアリング教育

に注目し、ＣＰＤの用語も80年代から定着させてき

た。ＣＰＤが社会変革、技術革新、国際競争の激化

などに、技術者が迅速に効率よく対応していく上

で、必須のものであるとの認識が定着している。

日本では企業内教育がかなりの部分をカバーして

きたのも事実であるが、国際的に通用する社会的

な資格として技術者資格があるわけではないし、

その技術レベルを維持するためにも継続教育の重

要'性が十分認識されているわけではない。（後述

するように従前からあった技術士に加え、近年に

なってJABEE（技術者教育認定制度）をスター

トさせている｡）

大企業の技術者については、社内的にも教育・

研修の機会も比較的多いと思われるが、中小企業

で働く技術者の状況はどのようであるのかは、必

ずしも明らかになっていない。

筆者は以前に、京浜地域の機械金属関係の中小

企業で働く技術者を対象とした質問紙調査をした

経験がある｡(2)その時の結果によると、「大学．

大学院でもう一度専門的な勉強をしてみたい」と

の回答は31.8％と高率を示し、潜在的には中小企

業の技術者についてもＣＰＤのニーズがかなりある

ことを確認している。

日本では技術者の専門職団体(学会や協会など）

の社会的影響力は伝統的にあまり強くなかった。

欧米では技術者の社会的地位の向上をめざす専門

職団体が多く、たとえば、英国では倫理教育も含

めた技術者の専門教育に取り組むプロフェッショ

ナル団体が強い力を持っており、チャータード．

エンジニア資格を取得した技術者がいなければ公

共事業の入札に参加できないといった参入規制を

している。

英国は1970年代末に技術革新や国際化に乗り

遅れて、国の産業競争力が低下していたことか

ら、’979年に議会からの諮問に対しFinnistonRe-

pOrt(3)と呼ばれる報告が出ている。そこでは、

サイエンス志向が強すぎた当時の教育界の状況に

対し実業界からエンジニアリング教育に力を入れ

てほしいとのニーズが強く打ち出され、技術者教

育の見直しが、大規模におこなわれた。当時はポ

リテクニーク・レベルであった技術者教育のレベ

ルを大学レベルにまで短期間で引き上げ、現職の

技術者に対しては専門家団体などを通じたパート

タイムコースの継続教育に力を入れるなどして専

門能力の向上に力を入れるようになった。（４）少

子高齢化社会を迎える中で、日本もこのような教

訓に学ぶべき状況になってきている。

２増える専門的技術的職業従事者、そして

進む高齢化

モノから知識.,情報・サービスへと経済構造が

大きく変化してきているが、それに伴って、知識

労働者の活躍する場面が増えている。表１のよう

に専門的技術的職業従事者は1985年には639万人

(就業者総数に占める割合は110％）であったが、
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わたる採用抑制の影響も加わり若年中心であった

技術者の年齢構成が、新卒の供給が増えなかった

ことから中高年にシフトしてきているのである。

これは、従前は多くの技術者が一定の年齢にな

ると、第一線を退き管理職や営業技術サービスあ

るいは工場管理、技術管理など他の部門へと配置

転換になったり、他職種に移動していたのである

が、近年では長期にわたり現役の技術者として高

度な専門能力を生かし活躍する人が増えてきてい

ることも示している。つまり、管理職ポストの不

足もあり、技術者の処遇制度がゼネラリスト的な

管理職への昇進だけでなく、プロフェッショナル

な専門職として活躍してもらえるようないわゆる

デュアルラダーとしてキャリアルートが確立され

てきたという事情も加わるであろう。

中高年技術者の増加は一方では今までのキャリ

アの転換をも見据えた継続的能力開発の重要』性が

一層高まっていることも示している。このような

状況の中で、技術者本人は継続的能力開発につい

てどのように考えているであろうか？

以下では（社）日本機械学会が実施した「技術

者の継続教育についてのアンケート」調査のデー

タを再集計し整理する｡(5)中堅・中小企業の技術

者が調査対象であるが、彼らが継続教育にどのよ

うに取り組んでおり、かつ、技術者自身が継続教

育に取り組む上でどのような問題を抱えているの

かを明らかにすることにしよう。

３技術者の継続教育についてのアンケート

調査結果

(1)経験したことのある仕事（業務経験）

まず、業務経験であるが図２－ａ，ｂのように

「開発・設計」の経験者が最も多く、これは年齢

が高くなるほど経験者が増える傾向にあり、また、

学歴的には短大・高専卒以上の学歴で経験者が多

くなっている。一方、「生産技術・IE」の経験者

は40歳代がピークで50歳代以上では減少傾向にあ

る。また、学歴が高くなるほどこの経験者の割合

は低くなる。「研究」に関しては60歳以上、学歴

は大学院で経験者が多くなっている。

表１就業者総数、専門的技術的職業従事者、技
術者数の推移（実数） （単位：万人、％）
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出所：1975～2000年は「国勢調査｣、2004年は「労働力調
査」のデータを使用

図１就業者と技術者の年齢分布（2000年～
2004年比較）
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年々増加して2004年には920万人（同14.5％）にま

で増えている。この間に技術者は173万人から247

万人へと増加したが、就業者総数に占める技術者

の割合は39％と少ない。

従業員の過不足感について調査した多くの結果

で、技術者は慢性的に不足しており、一向に解消

する傾向にない。大学進学率は急速に上昇し、な

かでも社会科学系の伸びが著しく、これに次ぐの

が人文科学系であった。文系の枠は大幅に拡大し

たのだが、費用がかかることや若者に人気がない

こともあって受験者が増えなかった理系の枠はあ

まり拡大していない。したがって、当面は新卒技

術者が大量に供給きれる見込みにはない。

技術者の年齢分布に注目してみると、図１のよ

うに就業者全体では55～64歳に大きなピークがあ

り50～54歳がこれに続いている。技術者は2000年

には25～34歳にピークがあったが、2004年では３０

～39歳にピークがシフトしている。結局、長期に

2３ 

年 就業者総数 専門的技術的職業従事者

技術者

1９８５ 

1９９０ 

1９９５ 

2000 

2004 ４８８３９ ３６１０２ ８１４３３ ９１１７１ ５６６６６ 
639(110） 

727(11.8） 

813(１２７） 

857(13.6） 

920(14.5） 

173(３０） 

211(3.4） 

237(3.7） 

252(４０） 

247(3.9） 
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図２－ａ経験したことのある仕事 を拡大させることを示しており、日本企業の人材

育成のタイプがＩ型指向（特定の専門領域だけを

極める）よりもＴ型指向（若い頃は特定の専門領

域を極めるが、一定程度経験を積んだ後で専門領

域を横に広げる）が強いことを再確認させる。

１００ 

９０ 

８０ 

７０ 

６０ 

(％）５０ 
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－－－－その他

Ｏ－－ａ－ｐ 

表２業務経験の分野の数

蕊ぷ鱗蕊繊ぷ繊鐡

図２－ｂ経験したことのある仕事
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つまり、回答者の多くが開発・設計畑で活躍し

てきた技術者であり、４０歳代の技術者の半数程度

が生産技術・IEを経験しており、３割ぐらいは生

産管理・品質管理を経験している。

「研究」から「その他」までの技術者の業務経

験分野がどの程度あるかを見てみると、１分野し

か経験していない技術者が25.3％、２分野が

35.9％、３分野が24.2％、４分野以上を経験して

いる技術者が14.6％となっている（表２参照)。

30歳代では１分野経験が42.1％、２分野経験が

35.7％と８割弱の技術者は２分野までの経験しか

ないが、４０歳代になると１分野のみの経験者は

21.0％にとどまり、３分野以上の経験者が37.5％

と4割弱を占める。さらに、５０歳代になると３分

野以上の経験者が47.9％とほぼ半数を占めており、

年齢が高くなるほど技術者として経験を積む領域

が拡大する傾向が顕著である。この傾向は学歴や

従業員規模の要因よりも強く影響している。つま

り、年齢が高まるほど、経験を積むほど専門領域

(2)企業内教育・研修の実施状況

会社を通じて受講している継続教育がどのよう

な状況にあるだろうか。図３のように従業員規模

が１０１～300名の企業で働く技術者では62.5％、３００

名以上では70.1％の技術者が何らかの企業内研修

を「実施している｣。しかし、６１～100名の企業で

は13.6％の技術者が「従来は実施していたが、現

在はしていない」と回答している。

図３

(船）８０
７０ 
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合計
業務経験の分野の数

１分野 ２分野 ３分野 ４分野以上
合計

679 

100.0 

1７２ 

25.3 

244 

35.9 

1６４ 

24.2 

9９ 

1４．６ 

年齢

29歳以下

30～39歳
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３０ 
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３３４ ８６８１ ■●●● ６２４３ ３２２２ ４５０５ ●■■● ７３２６ ４４３３ ５７６６ ●■●■ ０７９４ １１２２ 
5.3 

1６．１ 

13.6 

15.9 
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技術者の継続的能力開発の課題

事業内容の再構築の過程で、労働力の流動化を

促すような施策が強化されてきたこともあり、世

間的には即戦力を求める声が高まったのだが、現

実には多くの大手企業では企業内研修を継続して

内部育成に力を入れてきた。しかし、６１～１００名

程度の規模の中小企業では教育研修のゆとりもな

くなったってしまったのか、内部育成を放棄して

しまった企業が少なくないのである。

「過去１年間に会社・上司からの指示・命令に

基づき自ら選択して職場外の研修を受講してい

る」技術者は49.0％と半数ほどに達するが、年齢

別では20歳代の若年層の受講率が70.0％と最も多

く、３０歳代が546％、４０歳代が53.5％と続いてい

る。

最終学歴別では大学院卒（55.3％）と大学卒

(51.7％）とで研修を受講している技術者が多かっ

た。若手の技術者の専門能力の養成的な研修が多

いといえよう。

「過去1年間に職場外での研修を受講した機

関」で多いのは、図４のように｢勤務している会

社」が25.7％と最も多く、「民間教育訓練機関」

(２２．６％）、「業界団体・工業協同組合など」

(22.6％)、「設備・機器メーカー」(19.7％)、「親会

社・関連会社」(17.6％)などが続いている。

これらの外部の教育訓練・研修に参加する機会

は「自己申告」によるのが60.7％と最も多く、こ

れに続くのが「上司の指示・命令」だが、24.5％

と１／４にとどまる（表３参照)。

「上司の指示・命令」を契機に外部の教育訓

練・研修に参加している層は20歳代の若い層が多

いのに対して、年齢層が高くなるほど「自己申告」

の割合が高くなっている。

従前は会社や上司からの一方的な指示によっ

て、一律的に受講することが多かったのであるが、

現在では自律的なキャリア形成を促すために受講

希望者に手を挙げさせる企業が増えているのがそ

の理由で、外部の教育訓練・研修への参加も自己

申告の割合が高まっているといえよう。

とはいえ、外部研修への参加費は９割以上の企

業が会社負担としており、その割合は全額とする

のが88.8％と多かった。

後述するが、研修内容も階層別研修的な内容の

ものの比重は低下し、専門技術研修の割合が高ま

ってきていることとも、密接な関係にあるといえ

るのだが、基本は受けたい研修に手をあげる方式

に大きく変化してきたといえよう。

図４過去一年間での職場外での研修経験

（96） 

、５１０１５２０

表３外部の教育訓練・研修に参加する機会

[if］ 
2５３０ 

勤務している会社

民間教育訓練機関(日科技運、
生産性本部､能率協会､産能大など）

業界団体･工業協同組合など

設備･機器などのメーカー

親会社･関連会社

工業技術センター(公設試験場）

ポリテクセンター､ポリテクカレッジ
アビリティガーデンなど

学会(学術団体)､専門家団体

商エ会･商エ会議所､経営者団体など

通信教育

中小企業基盤設備機構の中小企業大学校

民間教育訓練機関(語学関係､その他）

エクステンションカレッジ､研究所など
大学の付属施設

技術専門学校
（都道府県の職業能力開発施設）

民間教育訓練機関
（情報処理､コンピュータ関係）

専修学校･各種学校

学位取得を目的とする教育機関
（高専･短大､大学､大学院）

その他

2５．７ 一
一
一
Ｆ

Ⅱ』し
１１１ 
１２８ 

８５ 

１－Ⅱ 

(3)自己啓発による継続教育

「過去一年間で自己啓発により職業に関連した

継続教育を行った」技術者は49.6％と半数程度に

とどまった。年齢や最終学歴、従業員規模で比較

しても大きな差は認められなかった。

自己啓発による継続教育の目的はどのようであ

ろうか。図５のように「自らの専門能力を高める

2５ 

合計 参加機会

申l÷１
告己

推上
薦司
の 上司の指示・命令 社内募

集

（公募） その他
合計 326 

100.0 

１９８４８８０１６７ 

60.7１４７２４５４．９２１ 

年齢
29歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以｣二 １６８５６ ２７２８１ １ ３９７－１ ２５５７８ ８８６ ２１－ 
７６ ８２８８３ ２９９８２ ４１２１１ ６４４１３ ０３０７５ Ｃ●●●■ ０１０４２ １ ８３９１０ 勺●●■●４５３７０ ９７７８５ 
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ため」が55.6％と最も多く、「現在の仕事を遂行す

る上で必要だから」が45.1％で続く。なお、業務

経験の分野が多いほど、「自らの専門能力を高め

るため」の指摘が多かった。このように、技術者

の自己啓発では、現在の仕事の面での能力開発を

ねらいとしたものが大きな目的となっている。こ

れに対して、「将来の仕事やキャリアアップに備

えて」（19.8％）とか、「技術資格取得のため」

(8.6％）といった理由は二次的なものにとどまっ

ている。「転職や独立｣、「定年後に備えて｣、「昇

進・昇格に備えて｣、「配転・出向に備えて」とい

った理由はさらに低水準にとどまっている。

表４過去一年間の自己啓発の内容

自己啓発の目的図５

６０ 

５０ 

４０ 

課３０

２０ 

１０ 

０ 

の自主的勉強会・研究会への参加」（17.4％)、「資

格試験受験」（15.9％)、「通信教育」（14.0％）など

の指摘が多くなっている。

２０歳代の若年層で指摘の多かったのは「資格試

験受験」（41.7％)、「工業技術センター（公設試験

場)」（25.0％)、「社内の自主的勉強会．研究会へ

の参加」（25.0％）などで、基礎教育の段階でこれ

らの受講が多いと思われる。

一方、年齢の高い層で指摘が多いのは「業界・

工業協同組合など」（34.3％)、「商工会・商工会議

所、経営者団体など」（286％)、「社外の自主的勉

強会・研究会への参加」（37.1％)、「見本市、国内

5５．６ 

|llllllh農為』技
術
資
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の
た
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事
や
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配
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海
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勤
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て

定
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職
後
に
備
え
て

転
職
や
独
立
に
備
え
て

「過去一年間で具体的に行った自己啓発の内容」

は、表４のように講座・コースに参加しているも

のでは「業界・工業協同組合など」が17.8％と最

も多く、これに続くのが「民間教育訓練機関旧

科技連、生産性本部、日本能率協会、産業能率大

学など企業研修実施団体)」15.6％である。「学会

(学術団体)、専門家団体」（13.7％)、「工業技術セ

ンター（公設試験場)」（12.5％)、「商工会・商工

会議所、経営者団体など」（11.5％)、「ポリテクセ

ンター、ポリテクカレッジ、アピリテイガーデン

など」（112％）などの受講が多い。

これら講座やコースとして設定されているもの

ではないが、「見本市、国内外視察団への参加」

(33.3％)、「ラジオ・テレビ・専門書・インターネ

ット利用などによる自学自習」（28.0％)、「社外の

自主的勉強会・研究会への参加」（184％)、「社内

図６－ａ自己啓発による継続教育の社員として
のメリット（､=666）
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図６－ｂ受講のメリット（､=227）
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技術者の継続的能力開発の課題

務遂行上の必要」（55.4％)、「能力向上のため」

(48.8％）とがほぼ半数ずつの理由となっている

(図７－ｂ)。

外視察団への参加」（51.4％）で、より専門性の高

い教育課題やマネージメント関連の研修テーマが

多くなるといえよう。

自己啓発で継続教育を受けるとしても現実には

多忙で研修時間を確保することが難しいという意

見は多い（後述、自由記入意見を参照)。

自己啓発による継続教育に対して会社が「時間

的支援をしてくれる」は48.9％、「時間的支援をし

てくれない」が454％と半々に割れた。

では、このような自己啓発による継続教育に励

むインセンテイブは何であろうか。図６－ａのよ

うに「社員としてのメリットがある」との回答は

35.3％にとどまる。「社員としてメリットがある」

と回答した技術者の82.8％は「会社内における自

分自身の人事査定」に有利になると回答している。

大多数の企業は自己啓発による継続教育につい

て時間的配慮はしてあげるが、人事査定などにリ

ンクする形で直接的に反映させる仕組みになって

おらず、中長期的な人材育成効果に期待している

といえよう。

ところが、資格取得という形でゴールが明確な

ものに関しては「会社が奨励してくれる」が

814％と多数を占め（図７－ａ)、その理由は「職

(4)技術者の継続教育に関する意識

「技術者として継続教育の必要性を感じている

か」との質問に対して、「必要性を感じている」

が98.1％と、ほとんどの技術者が継続教育の必要

性を感じている。その理由は「仕事上での必要」

が57.3％、「仕事とは無関係に技術者としての能力

向上のために」という回答が47.2％であった。仕

事上の理由が６割にも及ぶのは注目きれて良いだ

ろう。

そして、実際に業務に関する学習を継続的に

｢している」との回答は83.6％に達し（図８－ａ)、

その理由は図８－ｂのように、「業務上必要なた

め」が44.7％に対して、「能力向上のため」が

59.5％と多くなっている。

図８－ａ業務に関する学習を継続的に（､=672）
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図７－ａ資格取得の奨励（､=671）
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このように、会社を通じた研修や自己啓発を含

め、日常的に業務に関する学習を継続的にしてい

る技術者は多く、直接的に業務上の必要性からく

るものだけではなく、技術者自身の能力向上をめ

ざすものが少なくない。
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図９継続教育にどのようなものが必要か
（％） 

０１０２０３０４０５０６０ 

表５技術者向け継続教育システムとして、どの
ようになっていればよいか

基礎的な技術情報(自己の専門分野
のみ）

基礎的な学習情報(自己の専門分野
に限らず）

最先端の技術情報(自己の専門分野
のみ）

最先端の技術情報(自己の専門分野
に限らず）

技術者倫理や製造物責任、環境問題
など各技術分野に共通する学習

その他

１ 

図１０継続教育の方法、学習形態として望むもの
（９６） 

０１０２０３０４０５０６０ 

－の研修やポリテクセンター、技術センター、中

小企業大学校などで行われている多くの研修の形

態がこれにあたる。

これに続くのが「Webを活用したe-ラーニング

(ＰＣによる自己学習)」（45.9％）である。大手企

業では企業内教育に独自に開発したコンテンツを

使いe-ラーニングを本格的に導入する例も増えて

いる。インターネットを利用することで場所と時

間の制約から解放されるので、特に継続教育の分

野では有効な手段となるであろう。

これらに「セミナー、シンポジウム、ワークシ

ヨツプへの出席」が38.3％で続くが、より本格的

な「短期（ｌ～２週間程度）集中のスクーリング

形式の講座」（30.6％）に対する期待もかなり多

い。ところが、「大学等教育機関での週１～２回

程度の講座」（16.1％)、「中長期（１ケ月以上）の

スクーリング形式の講座」（9.0％）とより本格的

な講座に対する期待は長期に及ぶためか、あまり

高くない。

特定のテーマに絞り込んだ比較的短期間の講座

であれば受けたいとの意識が高いといえよう。第

一線の技術者として働いている層には研修時間の

確保がかなり難しく、短期のものにならざるを得

ない側面もある。

「技術者向けの継続教育システムとして、具備

すぺきもの」（表５参照）では、「様々な技術分野

における各種教育プログラム（講座など）の情報

を幅広く提供するシステム」に期待する声が

議義および現場実習がｾｯﾄになった鯛座

Webを活用したe-ラーニング(PCによる自己学習）

セミナー､シンポジウム､ワークショップへの道

短期(1～2週間程度)集中のスクーリング形式の調座

通信教育(醤籟等による自己学習）

大学等教育機関での週1～２回程度の鋼座

中長期(1カ月以上)のスクーリング形式の鯛座

その他

ｌ’ 

ちなみに、「技術者向けの継続教育の講座や内容

としてどのようなものを期待しているか」を聞い

てみると、図９のよう|この「自己の専門分野に限

らず基礎的な学習情報」（57.1％)、「自己の専門分

野に限らない最先端の技術情報」（52.3％）を指摘

する声が強い。

また、「技術者倫理や製造物責任、環境問題な

ど各技術分野に共通する学習」との回答も441％

とかなり関心が高くなっており、企業の社会的責

任（CSR：CorporateSocialResponsibility）やコ

ンブライアンスが注目される中で技術者自身の意

識もかなり高くなってきているといえよう。特に、

業務経験分野の多い技術者ほど、後２項目の指摘

が多かったのは注目される。

「継続教育の方法、学習形態として望むもの」

は図１０のように、「講義および現場実習がセット

になった講座」（54.4％）が最も多い。設備メーカ

2８ 

合計 、

645 

％ 

100.0 

様々な技術分野における各種教育プログラム(讃
座など)の情報を幅広く提供するシステム

412 63.9 

必要な教育プログラム(講座など)に対してＰＣ

等から直接受講申し込みができるシステム

258 40.0 

個人の学習履歴を記録・管理してくれるシステ

ム

5６ ８７ 

提供されている各教育プログラム(講座など)の
質のレベルを保証するシステム

198 3０７ 

教育プログラムのレベルや学習によって得られ

る資格を明らかにするシステム

197 3０５ 

その他 ７ １１ 
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技術者の継続的能力開発の課題

多い。

また、「設計部門から製造とか、製造から営業

技術などの配置転換」（25.6％）も30歳代以降で効

果的であったとの判断が増えてくる。

２０歳代のイニシャルトレーニングの段階や30歳

ぐらいまでの中堅技術者の段階では、先輩や上司

による日常的な指導が決定的な役割を果たしてい

る。ところが、３０歳代の中堅技術者以降では、多

様な技術的テーマを経験し、専門書を読むなどの

自己研鎖に努めること。高度で困難な技術的テー

マに果敢に挑戦し、成功体験をもつことが技術者

を大きく育てる。まさにＯＪＴと機会指導によって

自ら育って行くともいえよう。

これは経験した業務分野が多い人（職域の広い

人）ほど、「多様な技術的テーマの経験｣、「専門

書を読むなど自己研鑛｣、「高度で困難な技術的テ

ーマの経験｣、「設計部門から…配置転換」などが

効果的であるとの指摘が多かった。

このように日常的な仕事の中で技術者は鍛えら

れていくものだが、企業内教育や外部の民間教育

訓練機関等での研修への参加も、節目節目で理論

的な枠組みを確認するなどの機会を与えることに

なり有効である。

63.9％と最も多い。「必要な教育プログラム（講座

など）に対してＰＣ等から直接受講申し込みがで

きるシステム」（40.0％）といった利便`性を備え、

｢提供されている各教育プログラム（講座など）

の質のレベルを保証するシステム」（30.7％）とい

う講座内容の品質保証や「教育プログラムのレベ

ルや学習によって得られる資格を明らかにするシ

ステム」（30.5％）という資格認定にも連結したも

のが求められている。

このような体系的な教育体系を整備するにはか

なりのエネルギーの投入が求めらるが、ターゲッ

トはかなり明確である。

(5)技術者として効果的な能力開発施策

「就職してから、技術者として能力を向上させ

る方法で何が効果があったか」を聞いてみると、

表６のように「多様な技術的テーマの経験」

(53.9％）が最も効果的であったとの回答が多い。

これは経験の浅い20歳代を除く、より年齢の高い

層では指摘率が高くなっている。「専門書を読む

など自己研鑓」（50.4％）が２番目に多いが、これ

も20歳代を除いて高指摘率となっている。

「先輩や上司による日常的な指導」（48.6％）は

20歳代と30歳代とで指摘率が高

〈、若手の育成ではこれが最も表６技術者として能力を向上させる方法で効果のあったもの
効果的な方法となっている。

「高度で困難な技術的テーマの

経験」（34.1％）といったように、

技術者にとってチャレンジング

なテーマを経験することは30歳

代以上の中堅層以上の育成で効

果的と判断されている。

「社内・外の勉強会への参加」

(30.0％）は年代層に関わりなく

効果的であるとする技術者が多

い。

「企業内教育・研l参」（26.8％）

は40歳代以降、「外部の民間教育

訓練機関等の研修」（26.6％）は

30歳代以降で効果的とする声が

lli 
｢｝ 

篭
鳶
…
｜

■
‐
Ｉ
 

）＿： ］－６４－芯４Ｂ

、＿＆

2９ 

合計

効果的な能力開発手法

多様な技術的テーマの経験 専門書を読むなど自己研讃 先輩や上司による日常的な指
導

高度で困難な技術的テーマの
経験

社内・外の勉強会への参加 企業内教育・研修 外部の民間教育訓練機関等の
研修

設計部門から製造とか、製造から営業技術などの配腫転換 学会や専門家団体の研究会へ
の参加

大学・技術センターなどとの共同研究 大学・大学院などの学校教育
その他

合計
655 

100.0 

352３３１３１７２２３１９７１７５１７４１６８１００５２４３１４ 

53.750.548.4３４．０３０．１２６．７２６．６２５．６１５．３７．９６．６２．１ 

年齢

２９歳以下

30～39歳

40～４９歳

50～59歳

６０歳以上

２９ 

1３７ 

２３２ 

２１３ 

４６ ４５２８０ ①ｃ●■印３１２２０ ８３７６７ ●①●■■ ３７４６８ 
１ 

４１９５５ ■ｑ●Ｓ■ ３５９８６ ４８１８４ ■①●■● ３８５７０ １１３ ８１４３８ ●。●■Ｇ３４５６４ １２２２３ ８７１３０ ●●●●● ３０４６７ １３２２３ ２７４０３ ●●●白●７９５１１ １１２３４ ５０６５７ ●■●■■ ４７７０５ ３２２３４ ７６９２８ ●●も●●０３４５４ ２３３３３ ８７７３８ 日●■●●２７５１７ ８５４４４ ６４０５ｌ ●●●①■ ７７７３６ ２４４５７ ８９７４７ ■●●Ｏ● ４６４８１ ４５５４７ 
経験した分野の数

１分野
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上
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表７技能・技術の習得に効果的であった継続的
能力開発の方法

13.4％と低水準にとどまるが、これも３分野以上

の業務経験のある層と60歳以上の高齢層で多くな

っている。これは大学・大学院などの学校教育が

基礎的な分野に限定されているためでもあろう

し、わが国での理科系では委託研究などで企業と

の交流はあるが、広範な技術者を対象とした産学

問の連携があまり進んでいないことも影響してい

る。

Ｌ 
(6)継続的能力開発をするにあたっての障害

と期待する解決策

「継続的能力開発をするにあたっての障害とな

っていることが何で、それを解決するにはどのよ

うなことをすればよいのか」について、自由記述

を求めた。

全体では409件と多数の記入があったが、障害

と期待する解決策について記入のあった364件に

ついて整理したのが表８である。

圧倒的に指摘が多かったのは仕事が忙しくて継

続的能力開発に取り組む「時間がない」である。

実に68.7％と自由記述の７割近くを占める。

具体的な記述を例示すると以下のようなものが

ある。

・業務に追われて、時間と心の余裕がないのが現

状である。特に中間管理職になってからこの状

態が続いている。

・業務多忙につき、週一度の自己学習時間も出張

などでキャンセルせざるを得ない状況（過去２

年半の出席率40％程度）にある。したがって、

集中的な講座に参加する方がベターと考えてい

る。

・残業が多く、時間的な余裕がない。会社に自己

学習の時間を勤務として認めて、積極的に受講

を推奨してほしい。

・人員削減で仕事が忙しく、勉強する時間がとれ

ない

・残業が多い。役割分担を明確化して、負荷の平

準化をすべき、能力の高い者ほど残業が多い。

・会社が教育に対する時間支援をしてくれていて

も、仕事量は変わらず、研修から戻ると仕事が

4６－３４９－４ 。⑩

ｎ－ＬＩ 

また、他部門への配置転換はマンネリ化した技

術者生活に新しい目標を設定することになり、視

野が広がるだけでなく、一定の緊張感を持たせる

ことになるので効果的である。

ここで注目されるのは社内外での勉強会への参

加が、各年代層を通して効果的であるとの指摘が

想像以上に多かったことである。つまり、職場内

に自主的勉強会を奨励する雰囲気やゆとりがある

とか、外部の勉強会に自由に出席できるとかが、

技術者を育てる上で非常に大きな要素となってい

るといえよう。

「技能・技術の習得に効果的であった継続的能

力開発の方法」は、表７のように「専門書を読む

など自己研錆」が58.8％と最も多く、経験した業

務分野が多い人ほど、これを指摘する声が多い。

そして、２番目は「職場の上司・先輩からの指導」

(49.1％）が続くが、特に若い層では後者の指摘率

が高くなっている。

「外部の民間教育訓練機関の研修」が34.3％でこ

れらに続き、「企業内教育・研修」は25.4％と４人

に１人が指摘している。

しかし、「大学・大学院などの学校教育」は

3０ 

合計

効果的であった継続教育

専門書を読むなど自己研鎖 職場の上司・先輩からの指導 外部の民間教育訓練機関の研修 企業内教育・研修 大学・大学院などの学校教育
その他

合計
660 

100.0 

389３２４２２６１６８８９４８ 

58.9４９．１３４．２２５．５１３５７．３ 

年齢

２９歳以下

30～39歳

40～49歳

50～59歳

６０歳以上

2７ 

137 

238 

211 

4９ ７０３０ｌ ●ＣＤ●● ３８６０４ １ ８９６８５ ●、０６０４０２２６ １１１１２ ５５９５８ ●ＤＣ●の８７６６８ １１２２３ ６８７４９ ●■、０■９５５９６ ２３３２４ １１１６８ ●●●●● ４９７３０ ７５４４４ ６６３４５ ●●●●● ９２６５５ ２５５６７ 
経験した分野の数

１分野

2分野

3分野

４分野以

上

４８９ 
９ 

６３５ 
９ 

１２１ ９１８ 
１ 

●●● 
● 

４７８ 
９ 

６１２ 
２ 

０●● 
● 

１０８ 
７ 

１１１ 
１ 

２４０ 
３ 

０●Ｂ 
● 

３４７ 
９ 

２２２ 
２ 

５９７ 
４ 

●■■ ０６４ 
１ 

３２４ 
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●■０ 
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４５４ 
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● 

６８６ 
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技術者の継続的能力開発の課題

継続的能力開発をするにあたっての障害と
期待する解決策

表８ い。

．自己研修の日として残業をしない曜日を設け

る。

・社外の研修等を受講する際に、休暇を取りたい

が取りにくい。学習休暇制度を制定してほしい。

など、第一線では慢性的な技術者不足があり、

半ば疲れ切っているようだが、そのような多忙な

中でも、時間をやりくりして研修等に出かけてい

る。しかし、研修から帰ってみれば仕事が山積み

といった具合に自己研鑓に熱心な技術者ほど苦労

が絶えない。

教育訓練休暇制度とか、サバティカル制度のよ

うなものを公式に確立しないと、研修時間確保の

問題解決は難しいであろう。

時間の問題に続くのは費用の問題で、24.2％とこ

れもきわめて多い。中小企業では会社負担も十分

でなく、また、専門書・専門誌の価格高騰が自己

学習のコストを高めている。雇用保険財源の教育

訓練給付制度があるが、技術者向けの指定コース

は意外に少なく、まだまだ不十分と言えよう。

さらに、経営者、上司の考え方や会社の方針と

して、継続的能力開発の重要性を認識してほしい

との意見が19.2％で続いている。資格取得や継続

的能力開発への取組の如何によって人事処遇にリ

ンクする仕組み（米国の多くの企業では研修実績

を目標管理とリンクさせている（６）のとは大きな

差がある）を作るなど、学習組織としての企業の

役割を経営者や上司が身をもって示す努力が必要

であろう。

人事処遇制度との関連では以下のような意見も

あった。

・技術者としてのスペシャリストになる為には

（継続的能力開発において）会社の人事制度が

障害である。管理職になるとスペシャリストと

してよりもマネージメントが要求され、そこか

ら先はスペシャリストとしての継続的能力開発

ができなくなる。結果としてスペシャリストが

育たない。

・スペシャリストを目指しているところへゼネラ

リストへの異動を命じられるようなこと（技術

２ 
山積みのままとなっている。上司が仕事量の調

整をしてほしい

．定時で仕事が終わる日が無い。土曜日もほとん

ど休みがない。

．』忙しすぎる。毎日ＡＭ８時～ＰＭｌＯ、１１時まで

仕事をし、土曜日ももう数ヶ月も休んだことが

ない。外注を入れるなり、人数を増やしてくれ

ないと不可能。

･雑用が多すぎて時間が取れない。社長には部署

として独立したい旨伝えてあるが、私の所に仕

事が集中する（私に頼めば何とかしてくれると

思っている）ために、他の人が何もできない

（わからない)。

･未消化有給休暇を教育訓練休暇として代用でき

るとよい

．能力向上のための勉強（研修）などを、平日の

勤務時間内で行えるシステムが会社にあれば良

3１ 

合iiI 1１ 

364 

％ 

100.0 

時間がない 250 6８ ７ 

教育費１'1.経済的支援 8８ 2４ ２ 

経営者・会社・」二百1の瑚解ｲ〈足 7０ 1９ ２ 

やる気・体ﾉﾉ・気力 2１ ５ ８ 

会場が速力、地方でも受けられるように １６ ４ ４ 

資格、能力開発と人事処遇のリンク １４ ３ ８ 

戦育訓|練補助金制度・公的支援 1４ ３ ８ 

技術者が低処遇 1０ ２ ７ 

研修情報の不足 １０ ２ ７ 

WEB利用の講座 ９ ２ 庁ヘリ

専門情報の不足 ９ ２ ５ 

祁下の育成 ８ ２ ２ 

客観的な能力評価 Ｆ０ Ｉ 

平日昼間のセミナーに参加したい Ｆ『Ｕ I ４ 

本人の敷育ニーズと会社が求めるもののギャップ ５ `Ｉ 

機械系に必修の資格がない ３ ０ ８ 

ｔ[]にセミナーを開いてほしい ３ ０ ８ 

専門雷・専門誌が高額 ３ ０ ８ 

自己学習の疑問点を気楽に相談したい ３ ０ ８ 

中小企業と学会の連擁 ２ ０ ５ 

内容の薄い研修講座・セミナーが多い ２ ０ ５ 

必要とする講座がない ２ ０ ５ 

入学を一般社会に開放してほしい ２ ０ 伊バリ

111の敦育制度改革 ７】 ０ 戸ｎＵ

講習会の費用が高すぎる ２ ０ ＦＤ 

単発のセミナーが多い ０ ３ 

学習計画の作成支援をしてほしい ０ ３ 

永続性のある能力開発情報の記録 ０ ３ 

継続教育にも奨学金制度があると良い ０ ３ 

若者が勉強をしない 0 ３ 

学習する場所がない 0 ３ 

家族の理解 ０ ３ 

－１]で完結するセミナーを開いてほしい ０ ３ 

学会で現実的なテーマを取り'1げてほしい ０ ３ 

公的機関が他社技術者との交流機会の支援をしてほしい ０ ３ 
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認定している｡(7)技術者教育のプログラムの質を
認定して、教育の質を保証し、学習目標を達成し

た学生のみを卒業させ、国際的にも活躍できる技

術者を育成しようとの考えである。1999年から関

連学会や協会を会員としてこのような活動が始ま

り、各大学に広がってきている。

このような教育プログラムを終了(イニシャル

トレーニングの段階)し､社会に出て、実務経験を

積みながら一人前の技術者に育ち､分野によって

は技士などの資格を取得することになる。その後、

継続教育を重ねることで、専門技術者として本格

的に育成されると同時に、陳腐化した技術レベル

を向上させ、その維持が期待されている。このよ

うな技術者育成のキャリアモデルが想定されてい

る。したがって､技術者向けの継続教育は専門別の

教育･研究者と技術者が集まる学会･協会が主体的

な役割を果たすことが相応しいといえよう。

経営の国際化や急激な技術革新が進む中で技術

者の流動化が進むことが想定されていたのである

が、現実には日本の技術者労働市場は欧米ほどは

流動化していない。例外的に移動率の高いのは

ICT関連の業界であるが、ＩＴ業界団体が中心にな

り、ＩＴスキルスタンダードを設け、体系的な人材

育成に取り組み、技術能力のレベルと整合性のあ

る処遇制度を確立しようと取り組み始めているの

も、優秀な人材を高処遇することで引き留めよう

との性格が強い。事業分野が単なるアプリケーシ

ョン・ソフト開発からより高付加価値分野でもあ

る上工程のコンサルティングをはじめとするソリ

ューションビジネス分野に移ってきていること

も、このような傾向を強めている。つまり、高度

人材の内部育成と定着がIT企業の差別化戦略の

面で重視されているからである。ＩＴ業界ですらこ

のような段階にあるので、日本の企業社会で技術

者が雛転職をする際に、学歴よりも職業資格や転

職キャリアが重視され、評価される時代になるま

でにはもう暫くは時間がかかるであろう。

アンケート結果のように中小企業で忙殺される

ように働いている技術者であっても、継続教育に

対するニーズは高く、日常業務をこなす中で専門

者から管理者へ)。人事政策も見直しを期待し

たい。

・入社前の学歴を重視しすぎ、入社後は与えられ

た仕事をこなすだけで良いというのが会社の方

針では、技術者は育たない。

やる気や体力・気力がなくては自己啓発による

継続的能力開発は難しいが、それを指摘する声も

5.8％で続いている。

セミナーの開催場所や開催日時に対する希望

(士日、夜、短期集中セミナー、一日セミナーな

ど）などを指摘する声も少なくなかった。

中小企業技術者では特に重視すべき意見として、

・技術的な壁にあたった時に、専門的なことを相

談する相手がいない。専門家（シルバー人材等）

を公表し、気軽に相談できるようなシステムを

つくってほしい。

このような意見は大学、技術センターなどとの

連携を一層強化すぺきとの意見とも重なり合う。

なお、最後になるが｢学会や協会で継続教育を

受けた場合に、ポイントを付与し記録･登録する

システムを構築しているが､役に立つか｣との質問

に対し、約半数の449％の技術者が｢役に立つの

で必要｣と回答しており、これは若い年代でより支

持率が高くなっている。

役に立つと回答した技術者に、さらに「ポイン

ト・システムが具体的に何に役立つか｣を聞くと、

｢技術者資格取得のため(技術者資格維持のた

め)」が50.2％で最も多く、「会社内での自分自身

の人事査定に役立つ」(23.3％)、「職務遂行する

上で必要なため」(23.3％)が続き、「転職のため」

は９８％と少なかった。

いずれにしても、このような継続教育の記録・

登録システムの整備は専門能力の向上へのイン

センテイブとして重要な役割を果たしており、今

後は企業でも技術者の能力評価の指標として本

格的に活用していく必要があろう。

４まとめ

日本技術者教育認定制度（JABEE）が技術者教

育プログラムの基準を公表し、そのプログラムを
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技術者の継続的能力開発の課題

重視の仕組みづくりなど課題は多い。とくに、今

後は日本の産業を支える中小企業の技術者に注目

した施策を強化していく必要があるだろう。

書を読むなど自己学習で、勉強を続けている技術

者が大半である。しかし、このような学習形態に

不安を感じており、本格的に研修やセミナー、専

門講座を受講したいとの意見はかなり強い。自己

の専門能力を維持向上させていくために、継続的

能力開発に対する潜在ニーズはかなり高いのであ

る。

しかしながら、この間の景況の厳しさもあって

か、経営者や職場の上司が技術者の継続的能力開

発の重要性に気づいていないケースが多く見られ

る。学習する組織といわれたチームワークを重視

した日本企業の特質が徐々に弱まっていると感じ

るのは筆者の思い過ごしであろうか。

建築設計事務所の構造計算書の偽造問題で、建

築設計技師のコンブライアンス問題がにわかに注

目されているが、英国のチャータードエンジニア

では継続教育の中で技術者の倫理教育についてか

なり重視されているし、米国でも技術者倫理教育

については継続教育の中でもかなり力を入れてい

る｡(8)最近になってCSRの一環としてのコンブラ

イアンスが注目されてきているが、これらの面で

日本がむしろ遅れていたといえよう。

このように考えると継続教育の面での専門職団

体である学会の役割の重要性を感じる。多くの工

学系の学会が教員・大学院生が中心になってお

り、産業界で実務を担っている技術者の参加がき

わめて少ない（日本機械学会調査でも学会に加入

している技術者は回答してくれた技術者の15.4％

にしかすぎない。特に40歳未満の層では一桁台で

あった。参加のメリットをどう作っていくかであ

る)。

技術者教育のための教材の標準化（これは学部

レベルではかなりの数の学会編の教科書が出版済

みであるが…)、高度専門分野での相談機能（フ

ォーラム、交流会などを含めて）の強化、割安な

教材の提供やＷＥＢコンテンツ開発に対する公的

支援．助成、継続教育に対する教育訓練給付金の

支給や奨学金制度の整備など、企業では継続教育

の重視・支援と同時に、人事処遇制度と継続的能

力開発との制度的なリンクをはかるなど人材育成
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